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研究成果の概要（和文）：　戦間期の国際的非政府組織「太平洋問題調査会（IPR）」は、1930年代において、従来の
評価のように善隣友好や研究・調査の分野のみでなく、トランスナショナル・ネットワークとして重要な政治的役割を
果たしていたことを実証的に明らかにした。
　特に、1939年の外遊において、カーターIPR国際事務局長が対日経済制裁、ソ連と英仏の同盟交渉、中国の抗日支援
などのアメリカ政府の重要な外交政策に関連した情報収集および対外宣伝に関与していたことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research project contributed to the understanding of how the U.S. government 
and American lead international non-governmental organization interacted between the World Wars.
Established in 1925, the Institute of Pacific Relations (IPR) was the first international non-governmental
 organization to focus on the Asia-Pacific region. The purpose of the IPR was to ostensibly serve as an in
formation center and forum of scientific research for the region that was independent of any specific gove
rnment. However, IPR performed a significant political role in international politics concerning Asia Paci
fic region. In 1939, Edward C. Carter, Secretary General of the IPR, diligently worked to obtain any relat
ed information for U.S. government concerning economic sanction against Japan and  Anglo-French negotiatio
n with the Soviet Union. He also played a significant role as "political missionary" in China.
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１． 研究開始当初の背景 
 
アメリカ政府の東アジア政策決定過程に

関しては、1930 年代末に至るまでアメリカ
は中国を支援して日本に対抗するための明
確な行動をとることはなかったとするボー
グの古典的大著を除けば、先行研究の多くは
真珠湾攻撃に至るアメリカの対日経済制裁
に関する議論に集中している（例えば、Waldo 
Heinrichs, Threshold of War, 1988）。これら
の先行研究に共通するのは対日穏健派と対
日強硬派の対立という構図であり、これを受
けて日本外交史においても対英米協調派の
受け皿として対日穏健派が想定されている。 

 
これに対して拙著『アメリカと戦間期の東

アジア』は、国務省のアジア・太平洋秩序形
成 を その実 務 的責任 者 ホーン ベ ッ ク
（Stanley K. Hornbeck）極東部長に注目し
て分析し、アメリカにとって望ましいアジ
ア・太平洋秩序とはアメリカの輸出増大を前
提とする自由貿易秩序に日中両国を組み込
むことで両国のナショナリズムを封じ込め
ることであり、アメリカの対日政策決定は中
国の対日抗戦能力に対するアメリカの認識
が重要な要因となっていたことを明らかに
した。 

 
 一方、社会史および思想史の文脈では、戦
間期アメリカの東アジア政策に関連する非
政府組織として、女性運動、平和運動、「日
本の侵略に加担しないアメリカ委員会
（ACNPJA）」、「太平洋問題調査会（IPR）」、
「外交問題評議会（CFR）」などが注目され、
その人的ネットワーク及び思想的潮流が明
らかにされている（例えば、Tomoko Akami, 
Internationalizing the Pacific, 2002. 油井
大三郎『未完の占領改革』1989 年）。 
 
しかし、それぞれの分野での研究蓄積が有

機的に結びつけられる段階には至っておら
ず、これらの非政府組織の外交史上の位置づ
けを明確にするとともに、外交政策決定過程
へのアメリカ社会の影響力のあり方を解明
するという重要な課題が残されている。 

 
前述の非政府組織は、国家への政策提言を

主要な役割と自任する CFR のようなシンク
タンク、アジア・太平洋問題の専門家集団と
して多くの人材を政府に供給した IPR、
YMCA 関係者および宣教師グループを中心
とする ACNPJA、孤立主義的な世論を反映し
た女性運動・平和運動など性格を異にする組
織でありながら人的には幾重にも重なりあ
っていた。 

 
その中で IPR はアメリカの東アジア政策

に関わる人的ネットワークとして最も包括
的な非政府組織であったが、1950 年代の「赤
狩り」の過程で中国における共産党の勢力拡

大に手を貸すためにアメリカの政策を誘導
したとの嫌疑を受け、執拗な攻撃にさらされ
た。申請者は 1930 年代のアメリカの東アジ
ア政策を国務省を中心に研究する中で、1950
年代の「赤狩り」の影響により、1930 年代
末から 1940 年代初頭に関するアメリカの東
アジア政策、特に対中政策の形成過程が充分
に解明されていないことに気づいた。「赤狩
り」の過程で中国共産党への友好的な姿勢を
問題とされた人々についての嫌疑は 1970 年
代以降晴れたものの（例えば、John N. 
Thomas, The Institute of Pacific Relations, 
1974.）、当時の関係者の証言や回顧録が「赤
狩り」を意識したものになりがちなため、逆
に、実際は当時必ずしも中国共産党に否定的
な姿勢を示していなかった人々の実態が覆
い隠される傾向が顕著である。したがって、
この時期の東アジア政策の分析には IPR を
はじめとする非政府組織との関係を解明す
る必要があると考えたのである。 
 
 
２．研究の目的 

 
本研究の目的は、1920 年代から 1940 年代

初頭にかけてのアメリカの東アジア政策形
成過程における国際関係に関わる非政府組
織と政府機関である国務省の関係を実証的
に分析することにある。アメリカの政策決定
過程は、第一次世界大戦後、一層民主化の度
合いを増し、それに対応するように国際関係
を主たる関心とするさまざまな非政府組織
が設立された。本研究は、非政府組織に分析
の対象を拡大することにより、国務省がめざ
したアメリカにとって望ましいアジア・太平
洋秩序がアメリカ社会の期待やアジア・太平
洋認識とどのような関係にあったかを明ら
かにし、社会史・思想史と外交史との接合を
めざすものである。 

 
第二次世界大戦前後のアメリカの東アジ

ア政策決定過程に関しては、従来、対日穏健
派と対日強硬派の対立が強調されてきた。し
かし、本来、アメリカの対中政策と対日政策
は密接に関連しており、対日穏健派と対日強
硬派の対日・対中認識には共通点も多い。本
研究では、両者の対立は本質的な対立という
よりは手段の違いにすぎず、重要なのはむし
ろアメリカにとって望ましいアジア・太平洋
秩序の確立であり、その点では対日穏健派の
認識も日本の穏健（対英米協調）派と相容れ
ないものであったことを明らかにし、対日穏
健派と対日強硬派の対立という構図の修正
を図りたい。 
 
 
３．研究の方法 

 
コロンビア大学所蔵の IPR 関係文書など

従来は社会史・思想史研究において利用され



てきた非政府組織関係史料を、国務省文書
（公文書）および政府関係者の史料と突き合
わせることにより、非政府組織の外交史上の
位置づけを明確にするとともに、外交政策決
定過程へのアメリカ社会の影響力のあり方
を解明する手法をとった。 

 
国務省のアジア・太平洋秩序観とアメリカ

社会の期待・認識の関係を明らかにするため
に、まず、国務省のウェルズ次官（Sumner 
Welles）、ホーンベック極東部長と非政府組
織 (IPR) の ブ レ ー ク ス リ ー (George H. 
Blakeslee)、カーター（Edward C. Carter）
を軸として、史料収集を行った（第一次史料
調査）。 

 
ホーンベックは、CFR および IPR のメン

バーであった上、1930 年代末から国務省極
東部長として ACNPJA、女性運動・平和運動
の諸団体と接触した人物であり、交錯する非
政府組織のネットワークと政府機関の関係
の中心に存在したと言える。一方、ブレーク
スリーは、CFR および IPR の中心メンバー
であり、国際関係、日本の専門家として、国
務省その他の政府機関に助言する立場にあ
った。カーターは、1926～33 年にアメリカ
IPR 幹事、1933～46 年に IPR 国際事務局長
を務めていた。 
 
具体的な作業としては、以下の調査を実施

した。 
 
（１）クラーク大学（米国マサチューセッツ
州）所蔵の Blakeslee Papers を調査し、ホー
ンベックとの書簡およびブレークスリーの
対中・対日姿勢の示す文書を収集。 
 
（２）スタンフォード大学フーバー研究所文
書館（米国カリフォルニア州）所蔵の
Hornbeck Papers を調査し、ブレークスリー、
カーターとの書簡、IPR, CFR, ACNPJA, 女
性運動、平和運動関係者との接触内容が明ら
かになる文書を収集。 
 
（３）フランクリン・Ｄ・ローズヴェルト図
書館（米国ニューヨーク州）所蔵の Welles 
Papers を調査し、ウェルズ国務次官のアジ
ア・太平洋政策への関与を示す史料を収集。 
 
（４）コロンビア大学（米国ニューヨーク州）
所蔵の IPR Papers, Carter Papers を調査し、
カーターIPR 国際事務局長および IPR の国
家間関係との関わりを示す史料を収集。 
 
第一次史料調査において収集した史料の

分析により、国務省と IPR の関係は、ホーン
ベック国務省極東部長とカーターIPR国際事
務局長の個人的な関係を軸に展開されたこ
とが明らかになった。また、収集した史料の
分析から、カーターの頻繁かつ長期の外遊が

国際 IPR の活動活性化に重要な役割を果た
すとともに国家間関係と密接に関連した活
動であったという仮説が浮かび上がった。こ
の仮説を別の角度から実証するために、イギ
リス IPR の国際 IPR およびアメリカ IPR へ
の認識を明らかにするための史料収集を計
画した（第二次史料調査）。 
 
具体的な作業としては、以下の調査を実施

した。 
 
（５）王立国際問題研究所（RIIA、英国ロン
ドン）所蔵の IPR 関係文書を調査し、イギリ
ス IPR のアメリカ認識を示す史料を収集。 
 
 第一次史料調査で収集した史料と合わせ
て分析を行った。 
 
 
４．研究成果 
 
国際的非政府組織「太平洋問題調査会

（IPR ）」は、第二次世界大戦に至る時期の
アジア・太平洋地域において、従来の評価の
ように善隣友好や研究・調査の分野のみでな
く、トランスナショナル・ネットワークとし
ての重要な政治的役割を果たしていたこと
が実証的に明らかになった。 

 
日本 IPR が国家指向であったことは従来

から思想史の文脈で指摘されていたが、日本
以外の IPR 各支部（National Council）も各
国政府の広報外交と深く結びついていた。日
本にとって、IPR は、発足当初においては排
日移民法の不当性、満洲事変以降においては
対中政策の正当性をそれぞれ国際社会に訴
える場となっていた。同様に、中国にとって
は日本に対抗するための支援獲得、イギリス
にとっては中国問題解決のための英米協調
獲得をめざす場であった。 

 
特に本研究は、1939 年の外遊においてカ

ーターIPR 国際事務局長が対日経済制裁、ソ
連と英仏の同盟交渉、中国の抗日支援などの
アメリカ政府の重要な対外政策に関連した
情報収集および対外宣伝に関与していたこ
とを明らかにした。 

 
 アメリカ政府とアメリカ IPR の関係は、相
互依存的な性質を持っていたと言える。アメ
リカ政府は、政府としての責任を負うことな
く諸国に影響を及ぼす手段として、IPR を利
用した。一方、カーターIPR国際事務局長は、
アメリカの国益増進と普遍的な利益にかな
う国際秩序形成が一致するものと考え、積極
的にアメリカの政策を補完する役割を担お
うとしていたのである。 
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